
 

 

 第１号議案 

 

平成２９年度事業報告書 

（平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日） 

  

 平成２９年度の我が国の経済をみると、アベノミクスの推進により、雇用・

所得環境の改善が続く中で、各種政策の効果もあって、緩やかな回復基調が

続いている。また、海外経済が回復する下で、輸出や生産の持ち直しが続く

とともに、個人消費や民間設備投資が持ち直すなど民需が改善し、経済の好循

環が実現しつつある。  

 当協議会の事業に関しては、「不動産の表示に関する公正競争規

約」と「不動産における景品類の提供の制限に関する公正競争規約」

の周知徹底を引き続き研修会や広報誌等を通して行った。また、公

正競争規約の目的である不動産取引における公正な競争の確保と一

般消費者の適正な不動産選択に資するため、各団体が主催する研修

会や広報誌等を通して規約の周知を図るとともに、適正な運用に努

め、公正競争規約に違反する行為の未然防止に努めた。  殊に、イン

ターネット等による「おとり広告」の未然防止とその排除・撲滅を

目的に、公益社団法人首都圏不動産公正取引協議会、公益社団法人

近畿地区不動産公正取引協議会に続いて、当協議会においても、厳

重警告並びに違約金の措置を講じた事業者に対し、一定期間ポータ

ルサイト運営会社（７社）のサイトへの広告掲載を停止する施策を

平成３０年８月より開始することを決定した。また、継続事業とし

て平成２４年度より実施しているポータルサイト運営会社との意見

交換会及び九州８地区の調査指導委員会の委員長及び担当事務局が

メンバーである本部調査指導委員会にて規約違反事業者への新たな

対応について周知に努めた。  

 また、新聞社・広告代理店・印刷会社等の賛助会員に対しては、

公正競争規約の周知を図る為、引き続き賛助会員研修会を開催した。 

以下、本年度の業務執行状況及び会議開催状況の詳細について報

告する。 

 

 

 

 

 



１．研修事業 
  不動産の表示規約及び景品規約の理解を深めるため、会員事業者及び賛助会員等に対し、不動

産広告作成上の注意点、実際の違反広告事例や最近の相談事例、景品規約の概要などをテーマ
に研修会を実施した。 

 
（１）会員対象の研修会 
➀福岡地区 
  開 催 日／平成２９年９月２１日 
  対 象 者／（公社）全日本不動産協会福岡県本部会員 
  研修内容／「不動産広告・ポータルサイト利用の際の注意点」 
       講師 （公社）全日本不動産協会福岡県本部 理事 宮本 英修氏 
 
  開 催 日／平成２９年１０月１７日 
  対 象 者／（一社）プレハブ建築協会九州支部会員 
  研修内容／「不動産広告作成上の注意点について」 

講師 （一社）九州不動産公正取引協議会 事務局 
 
  開 催 日／平成２９年１２月１５日 
  対 象 者／（一社）九州住宅産業協会会員 
  研修内容／「不動産広告作成上の注意点について」 
       講師 （一社）九州不動産公正取引協議会 事務局 
 
  開 催 日／平成２９年１２月２１日 
  対 象 者／（公社）全日本不動産協会福岡県本部会員 
  研修内容／「宅建業法と従業者の基本心得・不動産広告・セールス実務について」 
       黒木事務所 代表 黒木 徹也氏 
 

開 催 日／平成３０年３月９日 
対 象 者／（公社）福岡県宅地建物取引業協会会員 
研修内容／「知らなかったではすまされない！不動産広告のルール」 

      講師 （公社）首都圏不動産公正取引協議会 局長 佐藤 友宏氏 
 

開 催 日／平成３０年３月１５日 
対 象 者／（公社）全日本不動産協会福岡県本部会員 
研修内容／「不動産の公正競争規約と不動産広告の実務」 

      講師 （公社）全日本不動産協会福岡県本部 
 理事･教育研修委員長 原 英昭氏 

 



➁佐賀地区 
  開 催 日／平成２９年９月２６日 
  対 象 者／(一社)佐賀県宅地建物取引業協会会員 
  研修内容／「不動産広告に関する公正競争規約について」 
       講師 （一社）九州不動産公正取引協議会 事務局 
 
➂熊本地区 
  開 催 日／平成２９年８月３日 
  対 象 者／（公社）全日本不動産協会熊本県本部会員 
  研修内容／「不動産広告について」 
       講師 熊本地区調査指導委員 河野 英昭氏 
 
  開 催 日／平成２９年１１月２０日 
  対 象 者／（公社）全日本不動産協会熊本県本部会員 
  研修内容／「不動産広告について」 
       講師 熊本地区調査指導委員 河野 英昭氏 
 
  開 催 日／平成３０年１月１５日 
  対 象 者／（公社）全日本不動産協会熊本県本部会員 
  研修内容／「規約第８条に規定する必要な表示事項について」 
       講師 （公社）全日本不動産協会熊本県本部 本部長 松永 幸久氏 
 
  開 催 日／平成３０年２月２日 
  対 象 者／（一社）熊本県宅地建物取引業協会会員他 
  研修内容／「インターネット不動産広告における注意点」 
       講師 熊本地区調査指導委員長 戸村 正廣氏 
 
④大分地区 
  開 催 日／平成３０年１月１７日 
  対 象 者／（一社）大分県宅地建物取引業協会会員 
  研修内容／「不動産広告作成のポイントと違反事例について」 
       講師 （一社）九州不動産公正取引協議会 事務局 
 
⑤宮崎地区 
  開 催 日／平成２９年８月２日 
  対 象 者／（公社）全日本不動産協会宮崎県本部会員 
  研修内容／「不動産広告（注意点・違反事例等）について」 
       講師 宮崎地区調査指導委員会 副委員長 境田 良二氏 



  開 催 日／平成２９年９月５日 
  対 象 者／（一社）宮崎県宅地建物取引業協会会員 
  研修内容／「不動産広告について」ＤＶＤ研修 
 
⑥鹿児島地区 
  開 催 日／平成２９年９月２２日 
  対 象 者／（公社）鹿児島県宅地建物取引業協会会員他 
  研修内容／「不動産広告作成上の注意点」 
       講師 （一社）九州不動産公正取引協議会 事務局 
 
  開 催 日／平成２９年１０月１１日 
  対 象 者／（公社）鹿児島県宅地建物取引業協会会員他 
  研修内容／「不動産広告作成上の注意点」ＤＶＤ研修 
 
  開 催 日／平成２９年１０月１２日 
  対 象 者／（公社）鹿児島県宅地建物取引業協会会員他 
  研修内容／「不動産広告作成上の注意点」ＤＶＤ研修 
 
  開 催 日／平成２９年１０月１８日 
  対 象 者／（公社）鹿児島県宅地建物取引業協会会員他 
  研修内容／「不動産広告作成上の注意点」ＤＶＤ研修 
 
  開 催 日／平成２９年１０月１９日 
  対 象 者／（公社）鹿児島県宅地建物取引業協会会員他 
  研修内容／「不動産広告作成上の注意点」ＤＶＤ研修 
 
  開 催 日／平成２９年１０月２３日 
  対 象 者／（公社）鹿児島県宅地建物取引業協会会員他 
  研修内容／「不動産広告作成上の注意点」ＤＶＤ研修 
 
  開 催 日／平成２９年１０月２４日 
  対 象 者／（公社）鹿児島県宅地建物取引業協会会員他 
  研修内容／「不動産広告作成上の注意点」ＤＶＤ研修 
 
  開 催 日／平成２９年１０月２５日 
  対 象 者／（公社）鹿児島県宅地建物取引業協会会員他 
  研修内容／「不動産広告作成上の注意点」ＤＶＤ研修 
 



  開 催 日／平成２９年１０月２６日 
  対 象 者／（公社）鹿児島県宅地建物取引業協会会員他 
  研修内容／「不動産広告作成上の注意点」ＤＶＤ研修 
 
  開 催 日／平成２９年１０月２７日 
  対 象 者／（公社）鹿児島県宅地建物取引業協会会員他 
  研修内容／「不動産広告作成上の注意点」ＤＶＤ研修 
 
  開 催 日／平成２９年１１月１１日 
  対 象 者／（公社）鹿児島県宅地建物取引業協会会員他 
  研修内容／「不動産広告作成上の注意点」ＤＶＤ研修 
 
  開 催 日／平成３０年２月２１日 
  対 象 者／（公社）全日本不動産協会鹿児島県本部会員 
  研修内容／「広告について」 
       講師 鹿児島地区調査指導委員会 副委員長 有村 正己氏 
 
⑦沖縄地区 
  開 催 日／平成３０年１月２６日 
  対 象 者／（公社）沖縄県宅地建物取引業協会会員 
  研修内容／「不動産広告の注意点について」 
       講師 （一社）九州不動産公正取引協議会 事務局 
 
（２）広告代理店など広告関連会社対象の研修会 
（当協議会賛助会員及び広告代理店、印刷会社、新聞社等含む） 
①福岡地区 
  開 催 日／平成３０年３月９日 
  対 象 者／賛助会員 
  研修内容／「知らなかったではすまされない！不動産広告のルール」 
       講師 （公社）首都圏不動産公正取引協議会 局長 佐藤 友宏氏 
 
②佐賀地区 
  開 催 日／平成２９年１１月１６日 
  対 象 者／賛助会員・広告作成業者・新聞社等・県担当課職員 
  研修内容／「不動産広告作成上の注意点、違反事例について」 
       講師 （一社）九州不動産公正取引協議会 事務局 
 
 



③長崎地区 
  開 催 日／平成２９年１２月１２日 
  対 象 者／賛助会員 
  研修内容／消費者モニターからの問合せ回答 
       首都圏公取協での違反事例 
       首都圏公取協でのネットによる「おとり広告」等の規約違反に対する取組 
       平成２８年度不動産広告の違反事例 
       講師 長崎地区調査指導委員会 委員長 尾﨑 光輝氏 
 

  開 催 日／平成３０年２月２７日 
  対 象 者／賛助会員 
  研修内容／消費者モニターからの問合せ回答 
       不動産広告の読み方 
       講師 長崎地区調査指導委員会 委員長 尾﨑 光輝氏 
 
④熊本地区 
  開 催 日／平成３０年２月２日 
  対 象 者／広告代理店等 
  研修内容／「インターネット不動産広告における注意点」 
       講師 熊本地区調査指導委員長 戸村 正廣氏 
 
⑤大分地区 
  開 催 日／平成３０年１月１７日 
  対 象 者／賛助会員・広告業者 
  研修内容／「不動産広告作成のポイントと違反事例について」 
       講師 （一社）九州不動産公正取引協議会 事務局 
 
⑥沖縄地区 
  開 催 日／平成３０年１月２６日 
  対 象 者／広告会社 
  研修内容／「不動産広告の注意点について」 
       講師 （一社）九州不動産公正取引協議会 事務局 
 
（３）違反事業者に対する研修会 
  開 催 日／平成３０年３月９日（福岡県） 
  研修内容／「知らなかったではすまされない！不動産広告のルール」 
       講師 （公社）首都圏不動産公正取引協議会 局長 佐藤 友宏氏 
 



（４）新規入会者に対する規約研修会（各所属団体） 
①福岡宅建 

  平成２９年 ４月１１日        平成２９年１０月１０日 
  平成２９年 ５月１２日        平成２９年１１月１０日 
  平成２９年 ６月１３日        平成２９年１２月 ７日 
  平成２９年 ７月１１日        平成３０年 １月１２日 
  平成２９年 ８月 ７日        平成３０年 ２月 ８日 
  平成２９年 ９月１１日        平成３０年 ３月 ８日 

 
②佐賀宅建 

  平成２９年１０月２３日        平成３０年 ２月２０日 
 
③長崎宅建 

  平成２９年 ８月 ８日        平成３０年 １月２５日 
 
④熊本宅建 

  平成２９年 ４月２５日        平成２９年１０月３０日 
  平成２９年 ５月２４日        平成２９年１１月２４日 
  平成２９年 ６月２８日        平成２９年１２月２７日 
  平成２９年 ７月２７日        平成３０年 １月２６日 
  平成２９年 ８月２５日        平成３０年 ２月２６日 
  平成２９年 ９月２８日        平成３０年 ３月２８日 

 
⑤宮崎宅建 

  平成３０年 １月２３日 
 
⑥大分宅建 

  平成２９年 ７月２７日 
 
⑦鹿児島宅建 

  平成２９年 ８月 ９日        平成３０年 ２月２７日 
  平成２９年１１月２７日 
 

⑧沖縄宅建 
  平成２９年 ７月１３日        平成３０年 ２月２６日 

 
⑨全日福岡 

  平成２９年 ８月２５日        平成３０年 ２月 ７日 



⑩全日長崎 
  平成２９年 ７月１８日 

 
⑪全日熊本 

  平成２９年 ９月２０日        平成３０年 ３月２９日 
 
⑫全日大分 

  平成２９年 ８月２３日        平成３０年 ３月２２日 
  



２．相談・調査・指導事業 
 表示規約や景品規約の周知徹底と規約違反の未然防止を図るため、広告主及び広告会社等から、
不動産広告の事前相談を各地区調査指導委員会で受付け、適正な広告表示および過大な景品類の
提供防止に努めた。また、随時、違反広告物のチェックを行い、事情聴取会を開催したうえ、悪
質な広告の排除に努め、規約に違反する広告に対して適正な広告づくりを指導した。 

 次に、九州全県における消費者モニターから、不動産広告に対する意見、要望、情報提供の協
力を受け、別表に示すとおり多大な成果をおさめ、業界の自主規制活動に対する評価を得るとと
もに会員意識の高揚と周知に努めた。 
 本部事務局における事前相談件数、相談の種別、各地区調査指導委員会の事情聴取件数、措置
結果、違反広告の物件種別、現地実態調査活動状況、消費者モニター活動状況については次のと
おり。 
 
（１）平成２９年度 広告作成の事前相談件数（本部事務局） 
   「資料１」参照 
 
（２）各地区調査指導委員会活動状況実績 
  ①平成２９年度 事情聴取件数 
   「資料２」参照 
 

②平成２９年度 措置結果 
   「資料３」参照 
 
  ③平成２９年度 違反広告の物件種別 
   「資料４」参照 
 

  



（３）消費者モニター活動 
  ①モニター通信処理状況 
   「資料５」参照 
 
  ②モニター会議開催状況 
  福 岡 平成３０年 ３月 ９日 
  佐 賀 平成２９年 ９月１１日    平成２９年１１月２０日 
  長 崎 平成２９年１２月１２日    平成３０年 ２月２７日 
  大 分 平成３０年 １月１７日 
  熊 本 平成２９年 ７月１８日    平成３０年 ３月 ６日 
  宮 崎 平成２９年 ８月２１日 
  鹿児島 平成３０年 ３月 ８日 
  沖 縄 平成２９年 ８月１８日    平成３０年 ２月 ９日 
 
３．広報活動 
 ホームページを引き続き開設し、公正競争規約の必要性、Ｑ＆Ａ、賛助会員名簿等を掲載し、
協議会の周知を図った。また、ホームページのリニューアルについて検討を行った。 
 
 

参考（九州不動産公正取引協議会の助成金、補助金） 
 
各地区（８地区）への助成金 
＊地区調査指導委員会費  １地区 １０万円 ＋ ３万円×開催回数 
＊消費者モニター謝礼金  １名  １万５千円 
＊義務研修会交付金    １名  １万円 

 
団体会員（１９団体）への補助金 
＊研修会補助金（１回実施毎に５万円。但し新入会研修会は除く） 
＊会議、研修会等参加者旅費の一部補助金（１団体一律１０万） 
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